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国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律

（平成１９年法律第５６号。以下「環境配慮契約法」という。）第８条第１項の規定

に基づき、平成２３年度における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締

結実績の概要を取りまとめましたので、公表します。 

 

 

１．平成２３年度の経緯 

  環境配慮契約法及び国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削

減に配慮した契約の推進に関する基本方針（平成２２年２月５日閣議決定。以下

「基本方針」という。）に基づき、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約

（以下「環境配慮契約」という。)の締結に努めました。 

 

 

２．環境配慮契約の締結状況 

  基本方針で環境配慮契約の具体的な方法が定められている①電気の供給を受け

る契約、②自動車の購入及び賃貸借に係る契約、③船舶の調達に係る契約、④

省エネルギー改修事業(ＥＳＣＯ事業) に係る契約及び⑤建築物に関する契約

のうち、原子力機構では③船舶の調達に係る契約、④省エネルギー改修事業（Ｅ

ＳＣＯ事業）に係る契約及び⑤建築物に関する環境配慮型プロポーザル方式の

契約については該当がありませんでした。 

① 電気の供給を受ける契約に関して、様式 1-1 のとおり環境配慮契約を行

いました。 

② 自動車の購入及び賃貸借に係る契約において、購入価格及び環境性能を

総合的に評価する方式（総合評価落札方式）を、リース契約も含めて様

式 2-1のとおり適用しました。 

③ 建築物の設計に係る契約の結果の概要を様式 5-1に示します。 

 

以上 



様式１－１

電気の供給を受ける契約　平成23年度実績調査（概要）

調達機関：

（１）裾切りによる入札の実施実績

予定使用電力量合計

（Ａ）
総数

※入札(裾切り方式)に
　よらない場合を含む

49 件 うち   34 件 291,587,429 kWh

　注）平成23年度中に締結した契約件数が対象（契約締結日が平成23年度中のもの）。
　　複数年契約の場合は平成23年度が初年度の場合に該当する。

（２）電力の使用実績

（Ｂ－１） （Ｂ－２）
総数

※入札(裾切り方式)に
　よらない場合を含む

578,283,050 kWh 319,471,000 kWh 0 kWh

注１）以下の事由のいずれかに該当する場合に「入札(裾切り方式)が不可能であった」とする。
　　ア）50kW未満の契約である
　　イ）賃貸ビル等に入居しており、電力会社とは直接契約をしていない
　　ウ）電力供給会社が３者に満たない
　　エ）長期契約期間中（２年目以降）である
　　オ）不落随意契約
注２）総数には入札（裾切り方式）によるものを含む。
注３）施設の平成23年度（平成23年4月～平成24年3月）１年間分の使用電力量を合計すること。

（３）入札(裾切り方式)を実施しなかった理由
（Ｂ－２入札(裾切り方式)が可能であったが実施しなかった施設があった場合に回答）
※該当する理由の例
　・安定供給等に疑問がある
　・特別な契約等により、安価な調達が可能
　・内部で入札のための準備が整っていない

■ ⇒ [様式１－３] に入札（裾切り方式）を実施しなった理由を個別に記述すること
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電力の契約締結件数

左記のうち入札(裾切り方
式)による契約件数

入札(裾切り方式)における
予定使用電力量(kWh)の
合計

電力の使用実績（kWh/年）

左記のうち、入札(裾切り
方式)が不可能であった施
設の使用電力量

左記のうち、入札(裾切り
方式)は可能であったが実
施しなかった施設の使用
電力量



様式２－１

自動車の購入及び賃貸借に係る契約　平成23年度実績調査（概要）

調達機関：

（１）総合評価落札方式による自動車の購入及び賃貸借の実績

総数
※総合評価落札方式に
　よらない場合を含む

18 台 うち   6 台

総数
※総合評価落札方式に
　よらない場合を含む

25 台 うち   20 台

（２）総合評価落札方式を採用しなかった理由
（総合評価落札方式よらない調達があった場合に回答）
・特殊車両（タンクローリー、フォークリフトなど）のため
　（うち購入７件、賃貸借２件）
・仕様を満たす車種が１車種に限定されるため（賃貸借２件）
・総賃借期間が短く（22か月）、燃費の寄与が少ないため
　（賃貸借１件）
・中古車（どの車両も同じ条件にはならない）の購入のため
　（購入５件）
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自動車の購入台数

左記のうち総合評価落
札方式による購入台数

自動車の賃貸借台数 注）短期間のレンタルを除き、概ね（※）１年程度
以上の場合及びそれ以下の期間だが環境配慮契
約した場合に限る。
※「概ね」とは、契約手続き上、微妙に１年に満たない契約は
含むという意味。例えば、4月6日から翌年3月31日までの契
約であれば契約期間は１年に満たないが、「概ね１年程度以
上」に該当する。

左記のうち総合評価落
札方式による賃貸借台
数



様式５－１

建築物の設計に係る契約　平成23年度実績調査（概要）

調達機関：

（１）環境配慮型プロポーザル方式の実施実績

総数
※環境配慮型プロポーザル方式に

　よらない場合を含む

2 件 うち   0 件

　※総数には改修工事に係る設計業務は含まない。

（２）環境配慮型プロポーザル方式を実施しなかった主たる理由
（環境配慮型プロポーザル方式を実施しなかった設計業務がある場合に記入）

件数

0 件

2 件

0 件

0 件

0 件

上記、エ）又はオ）に該当する設計業務がある場合、その事情

（３）環境配慮型プロポーザル方式における提案の契約図書への反映状況

既に施工を開始している
事業件数

左記のうち、プロポーザル方
式における設計事業者の環
境配慮の提案を実際に契約
図書に明記した件数

0 件 うち   0 件
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環境配慮型プロポーザル方式を実施した事例における
提案の設計への反映状況

イ）設計業務発注前に多くの項目について意思決定が
　なされ優先されるべき事項が決定している事業

ウ）宿舎等で一連の施設群に対し最初の設計を基に
　連続的に設計を行う事業

エ）特段の事情により採択できない理由を事前に
　公表している事業

オ）その他

左記のうち環境配慮型プロ
ポーザル方式を実施した件数

理　　由
ア）極めて高度な特定の機能に対する要求性能が
　温室効果ガス等の排出削減に優先する事業

建築物の大規模な改修工事
に係る設計業務

環境配慮型プロポーザル方式
を実施した件数

0 件

建築物の建築（新築）に係る設計業務




